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第6章
エ事収益の認識 一 計上をめ ぐる問題点
- エ事完成基準とエ事進行基準 -
市 川 紀 子
1 . は じめ に
我が国にお いて は従来 ､ 工 事の請負に係 る収益 の計上方法と して 工事完成基準 (工事完成 ･ 引
渡基準) * 1､ 工事進行基準が企業会計原則上認 められて きたが ､ 平成 10年度の 法人税法 の改正に
より ､ 建設業等にお い て 工事の 内容が長期大規模工事に なり 一 定額以上等の 場合には ､ 工事進行
基準が適用される こ とに なっ た*2｡ 工事進行基準の適用 の主要件と して次の ① - ③があげられ る｡
①着手の 日か ら目的物 の引き渡 しの期日まで の期間が 2年以上で ある こ と
②請負の 対価の額が 50億円以上で ある こと
③請負の 対価 の額の 2分の 1以上が当該工事の 目的物 の 引渡 しの期日から 1年を経過する 日後に
支払われ るもの で ない こ と
｢企業会計原則+ 第二 の 三 の B では｢売上高は ､ 実現主義の原則に従い ､ 商品等の販売又 は役
務の給付に よ っ て実現 したもの に限 る｡ ただ し､ 長期の未完成請負工事等に つ い ては ､ 合理的に
収益を見積もり､ これ を当期の損益計算に計上する ことができ る｡+と しており､ それをうけて ｢企
業会計原則注解+ 注 7にお いて は ､ 工事収益に つ い て 工事完成基準 (工事完成 ･ 引渡基準) 又 は
工事進行基準の 選択適用が認 められて い る｡ こ の ように ､ 実現主義が収益の認識方法 の原則的方
法で あり ､ こ の 場合は工事完成基準が原則的方法で あ っ たわけだが､ そ の例外的基準として の 工
事進行基準が今回の 改正 に よ っ て 一 部強制適用される こ とにな っ たの で あるこ 工事進行基準を優
先的に適用する こ とに よ っ て ､ 我が国が持 っ て いた実現主義に どのような影響を及 ぼすの であろ
うか ｡ 工事進行基準が導かれ る背景は 一 体何なの か ｡ これ が本稿の 問題意識で ある｡ こ の ような
我が 国の改正 をふ まえ､ 本稿で は我 が国以外 の ､ 国際会計基準委員会 ､ 英国､ 米国とい っ た諸外
国等 の 工事収益の 会計基準も取り上げ､ 各国の 比較検討を して いきた い と考える｡ まず､ 我 が国､
国際会計基準委員会 ､ 英国､ そ して グロ ー バ ル ･ ス タ ン ダ ー ドとい われて い る米国の 工事基準 を
提示する o そ して次に ､ 我が 国､ 国際会計基準委員会､ 英国､ 米国の会計基準を比較考量 し､ 各
国の 会計基準 の 体系 ､ 相違点を明らかに し､ そ の 差異 の生ずる原因に着目 しつ つ ､ 論考を進めて
行きたい と考える｡
2 . エ事収益の 認識 ･ 計上 をめ ぐる国際比較
我が国で は企業会計原則等 ､ 国際会計基準委員会 (n s c) で はIAS第1 1号*3 ､ 英国で は SS AP
第 9 号*4､ 米国では SF AC 第5 号*5がそれぞれ の 工事収益の 会計基準等 を提示 して い るo 下記で
は ､ 各国の 工事収益 に係る会計処理基準等を比較検討して いきたい と考える ｡
(1) 日本
改正された法人税法第63条で は ｢ 一 定の長期大規模請負工事 (製造 を含む) に つ い て は､ 工事
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進行基準に より各事業年度の収益 の額及び費用 の額を計算す る+ と して い るo 我が 国にお い て は
法人税法の 規定に基 づく基準､ つ まり税法基準が ､ 企業会計の会計処 理 に影響を及 ぼす場合が多
い
｡ 今回 の 工事進行基準 の適用 とい う税制改正 に つ い てもそれが伺 える ｡ 上記 でも述 べ たが ｢企
業会計原則+ 第二 の 三 の B で 柱 ｢売上高は ､ 実現主義の 原則に従 い ､ 商品等の 販売又 は役務の給
付に よ っ て実現 したも の に限る ｡ ただ し､ 長期の未完成請負工事等に つ い て は ､ 合理的に収益 を
見積もり､ こ れを当期の損益計算に計上する こ とができる｡+ と しており ､ それをうけて ｢企業会計
原則注解+注 7 に お い て は ､ 工事収益に つ い て ｢長期の 請負工事に 関する収益 の計上に つ いて は ､
工事進行基準文 は 工事完成基準 の いずれか を選択適用する ことが でき る｡ (1) 工事進行基準 決
算期末に 工事進行程度を見積もり ､ 適正 な工事収益率に よ っ て 工事収盤の 一 部を当期の損益計算
に計上する｡ (2)工事完成基準 工事が完成 し､ そ の 引渡 しが完了 した 日に 工 事収益を計上す る+
と しており ､ 工事完成基準 (工事完成 ･ 引渡基準) 又 は 工事進行基準 の選択適用が認め られ て い
る ｡ 実現主義が 収益 の認識方法の 原則的方法 で あり､ この場合は 工事完成基準が原則的方法 であ
つ たわけだが ､ そ の例外的基準と して の 工事進行基準が今回の税法改正 に よ っ て 一 部強制適用さ
れ る こ とにな っ たの で あるo
(2) 国際会計基準委員会(肌S C卜
L AS 第 11 号では ､ ｢工事契約 の 結果が信頼性 を持 っ て見積もる ことがで きるとき､ そ の 工事契
約 に関連 した収益及 び原価は ､ その 請負業務の貸借対照表日現在の進捗度に応
.
t= て､ 収益及 び費
用 と して認識されなければならない ｡ 工事契約 に関 して予期される損失は ､ 第 36項*6 に従 っ て た
だちに費用と して認識 されなければならない+ *7 として おり ､ 契約 の 進捗度に応 じた認識基準 で
あるため､ 工事契約に対 して 工 事進行基準 の みを認めて い る ｡ また ､ ｢ - こ の 基準を用 いれば､
工事契約収益は そ の進捗度に由達するまで に発生 した工 事契約原価と対応させ られ ､ 作業の完 了
部分に帰属させ る こ とがで きる収益 ､ 費用及 び利益 を報告する結果となる｡ 当該基準 の使用に よ
り ､ 期間中の請負業準の 程度と経営成績に 関する有用な情報が提供され る+ *8と して おり ､ 工事
進行基準の メリ ッ トとして ､ ｢有用な情報+ を提示 しうるとい うこ とを示す ことが できると して い
る｡
(3) 英国
S S A P第 9 号で は ､ ｢長期請負契約 は ､ 個々 の契約 ごとに評価 し､ 作業の 進行度に応 じて 収益お
よび 関連費用を損益計算書に計上 しなければならない ｡ 収益は ､ 作業の進行度､ 当企業の 属す る
業種や産業に適 した方法によ っ て確認す る｡'+ * 9とい うように ､ 原則的に は ､ 工事進行基準を適用
して い る ｡ また ｢国際会計基準第 2 号 『取得原価主義会計にお ける棚卸資産 の評価お よび表示』
および同第11号 『工事契約 の会計』 の要件は ､ イギリ ス お よびアイ ル ラ ン ド両国の 会計基準第9
早(改訂版) 『棚卸資産お よび長期請負契約』 の要件とほ とんど同 じで あるo したが っ て ､ 会計基準
書第9号に準拠すれば ､ 重要な点で はす べ て ､ 国際会計基準第2号お よび第 11号に準拠 したこ と
に なる+ *10と明記 して い る こ とか ら､ SSA P第 9 号 は ､ IAS 第11号 と同様の 見解をもつ 工事進行
基準と考えて 良い だろう｡
(4) 米国
米国では ､ SF AC 第5号では ､ 収益お よび利得を認識するために は ､ ｢(a)実現 したまたは実現可
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能お よび(b)稼得され る+ 書11と いう二 つ の 要件を満た さなければならない と して い るo また ｢製品
が製造以前に契約され る象合に は ､ 完成時の成果の 合理的見積もりが可能で あり ､ か つ 進捗度の
信頼 しうる測定値が入手でき るこ とを前提に ､ 収益は稼得に応 じ 一 生産 に応 じ - 工事進行基準に
よ っ て認識され る+ *12としてお り､ 工 事進行基準が原則適用されて い る｡ しかも長期請負工事契
約 にお いて は ､ ｢も しも生産が報告期間との 関係 で長期に及ぶならば､ 稼得に応 じて収益を認識す
るこ と 臥 しば しば､ 引渡時点まで引延ばされた情報 よりも若干の検証可能性が犠牲に され るに
せ よ ､ きわめて 目的 に適合 しか つ 表現の 忠実性に富む情報がもたらされるとみなされて きた+ *13
と して い る ように ､ 長期の場合にお いて も工事進行基準の 方が望ま しい とされて い る｡ 稼得に応
じて収益 を認識する ことは ､ 検証可能性を犠牲に して も､ 有用な情報が保たれ ると考えられて い
る ようで ある｡
3 . エ 事収益の認識 ･ 計上をめ ぐる比較検討及び問題点
2で検討 したこ とか らも明らかなように ､ 諸外 国をふく めた近時 の動向に よれ ば工事完成基準
(工事完成 ･ 引渡基準) ではなく ､ 工事進行基準が主流である｡ IA S第11 号では ､ 上記で示 した
ように ｢工事契約 の 結果が信癌性 を持 っ て見積もる こ とが できるとき､ そ の 工事契約 に関連 した
収益及 び原価 は ､ そ の 請負業務の貸借対照表 日現在の進捗度に応 じて ､ 収益及 び費用と して認識
されなけれ ばならない+ *1ヰとして おり ､ また ｢信頼性+ *15とい う条件に ､ 厳密な規定 を設けて い
る｡ SS AP第 9 号にお いて も工事進行基準を設定 しており ､ IA S第 1 1号と同様の 見解で あると考
えて 良い ｡ 繰り返すが s F AC 第5 号でも ｢製品が製造以前に契約され る場合には､ 完成時の成果
の合理的見積もりが可能で あり ､ か つ 進捗度の信頼 しう る測定値が入手 できる ことを前提に ､ 収
益は稼得に応 じ 一 生産 に応 じ 一 工 事進行基準に よ っ て認識され る+ *16として おり ､ や はり工事進
行基準が原則適用されて い る｡ つ ま り諸外国で は工事進行基準が原則 なの で ある｡ 今回の 改正 に
より､ 我 が国の ように ､ 一 定条件 の もとに工事進行基準が強制適用とされて い るの で は なく ､ 原
則的 に工事進行基準が適用されて い る の である｡
我が 国で は ､ 法人税法第63条で ト 一 定の長期大規模請負工事 (製造を含む) に つ い て は､ 工事
進行基準 により各事業年度の収益 の 額及 び費用の額を計算する+ と規定されて い るの で あり ､ こ
の 法人税法が改正 された背景には ､ 上記 の ように国際的調和化 の波が大きく影響して い たと考え
る｡ で は工事進行基準 を適用 して い る背景は何 かとい うことになるが ､ グ ロ ー バ ル ･ ス タ ンダ ー
ドと称され る米国基準に つ い ては ､ 次の ような意見が ある ｡ ｢ア メリカ にお いて 工事進行基準が原
則とされて い るの は ､ 取締役 の責任 が極端 に追及される経営環境か ら期間損益計算が重要視され
るもの で あり ､ 工事完成基準で は取締役 の 経営努力と成果の 実現に タイム ラグがあるか ら､ とい
う理 由か らである+ *17｡ これは米国の 経営環境 - の指摘で ある ｡ こう考えれ ば経営環境の 状況 か
ら収益 の認識等 は変化せ ざるをえない の であり ､ 工事進行基準が我が国の経営環境に適 して い る
の か どうかが問題となる ようにも思われ る｡ 我が国でも取締役 の 責任は追究されるが､ 少 なく と
も米国ほ ど極端で はな い｡ また工事完成基準 (工事完成 ･ 引渡基準) を指示する意見として ､ 工
事進行基準に した場合､ 工事原価を見積も るの が非常に困難とい う理 由が あげられ ､ また ｢工事
進行基準 では利益を前倒しにする恐れが あり ､ 工事完成まで利益を繰り延 べ る工事完成基準を採
用 して い る企業の 方が財務状況が 健全で あると判断される+ *18 と して い る｡ つ まり 工事進行基準
で は ､ ｢長期工事の 工期の途中で は ､ そ の 工事未払金の確定に見積もり の要素が大きく ､ か え っ て
窓意性 の介入する余地が大きく なる+ *1｡とい う問題が発生す るという訳 である｡ ｢企業会計原則注
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解+ 注 7で は 工事基準 に選択適用の 幅が あ っ たわ けだが(上記の ように法人税の 改正 によ り 一 定条
件の もとで は 工事進行基準が強制適用)､ 我が 国で は ｢工事完成基準を原則 としながら､ 工事進行
基準 の適用範囲 に つ い て は ､ 期間損益に及ぼす影響の 重要性等 を勘案 して 一 定規模以上の長期大
型工事に限定するとい う会計慣行が形成+ *2｡されて い た｡ 今回の 税法改正 に よ っ て ｢工事収益等
の計上基準が確定決算では 工事完成基準で行われた蕩合で あっ て も､ 法人税 の課税所得計算で は
強制的に 工事進行基準に申告調整する こ とに なり ､ 実務上 かなり煩雑に なる こ とが予想され る+ *21
ことに なり ､ こ の 煩雑な手続きは ､ 工 事進行基準適用に より発生す る 一 つ の 問題 と.い えよう. 税
金面で は ､ 工事の 進行度合に応 じて 工事完成前 に完成工事高が計上 され ､ 早く税金 を納め る必要
に なる｡ また ､ 赤字工事 をどの ように取 り扱うかが問題 になるが ､ こ れは 工事完成基準 (工事完
成 ･ 引渡基準) で行うこ とに なっ て い る ようで あるo それは ､ 改正法 によ っ て ､ 工事が進行中の
事業年度にお い て ､ そ の長期工事の請負に つ き捜失が生ず ると見込まれる に至 っ た場合*22には ､
工事進行基準 の適用 を中止 すると して い るか らである｡
しか し､ こ こ で最も重要な の は ､ 冒頭で述 べ たように ､ 工事進行基準は どうい っ た背景か ら導
きだされるもの で ある の か ､ とい うこ とで ある｡ 工事完成基準支持論と して 工事未払金 の確定 に
見積も りの要素 が大きく なる こ とや ､ また 実務上か なり煩雑な手続 きになる弊害もあげられ ､ 経
営環境 の 問題も指摘 したo しか し､ 各国で の 工 事進行基準 の適用 ､ そ して我が国で の 一 定条件 を
基づく工事進行基準 の適用 における真の背景には ､ その 間題と して ｢企業価値+ が浮か びあが っ
てく る ように思われ る の である ｡ 我が 国以外で は 工事進行基準が原則適用 されて い るわけだが ､
グロ ー バ ル ･ ス タ ンダ ー ドと いわれ る米国をそ の代表例と して ､ 我が国と共 に検討 してみる こ と
と したい ｡
我が 国で は ､ バ ブル 時代を通 じて ､ 満 場で の競争を中J[♪と した企業 - の 変化 (経済環境の 変化)
が行 われた｡ そ もそ も米国で は ､ もとか ら市場 で の競争を前提と'して いた わけで あり ､ 我が国で
はそれ に追随する ような形に なっ たの である o 米国では ｢証券市暑が ワル ラ ス 的調整過程をも つ
完全競争市場と して成立するこ とを助長する ような会計情報 の 開示 が 最重要課題 となっ た｡ しか
も､ そ こ で の会計情報は､ 投資者が投資対象企業 の企業価値を推定するた めに有用 な情報で ある
必要 が強調された｡ そ こ で想 定され る企業価値 は企業の 将来 の キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 能力で あると
考えられて い る｡ 情報利用者が企業に よ る利益分配 につ い て期待 を形成 しうる利益分配 モ デ ル の
形成を前提とす る ことに なるが ､ 企業の キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 能力を知 るこ とにより､ 投資者が将
来受 け取る こ との で きるキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を推定する こ とが可能 となる の で あ声+ *23の で ､ 従
来か ら市場で の 競争を前提 と した企業観 *24である とい えるQ 我が国 臥 ｢開示主体企業の企業形態
からの要請(委託 ･受託関係)により開示主体企業自らの判断 による分配可能な利益 の計算の 開示 こ
そが重要 と考えられ､ それが取得原価主義会計に よ っ て達成+ *25され たが ｢直接金融が主たる資
金調達方法に なる に及 び ､ 資本市場 の完全性を全うするため に投資者に対す る情報開示が必要と
なる o 投資者が投資対象企業という 一 種の 商品 の価値 (企業価値) を計算す るため の会計情報を
必要 とするか らで ある . こわ情報要求は ､ 将来 にお けるキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力の 計算を可
能にする情報を提供する こ とに よ っ て 達成され る+ *26とい う経済状況 の変化 が前提 となり ､ 企業
観の変化が起こ っ た の で ある ｡ 以上 の こ とから､ 井上錘論は非市場指向型会計理論 を提示 し､ 貨
幣動態会計採用 の我が 国にお ける必然性を述 べ ､ そ して財貨動態会計が要請され る経済的環境は
市場経済 - の適応 の必要性 という観点 で整理でき ると し, 市場指向型会計理論で あると して い る｡
企業は価値創造 の組織体で ある の で ､ 貨幣の増殖活動体と して企業を見る観点か らは ､ 利益観は
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資金の 投資効率の評価 (資金の 投下 ･ 回収) が中心となるた めに ､ 収益費用中心観*27が主軸とな
り ､ こ こ で は作成者指向型の 分配可能な利益の 計算の 開示 が必要となるの で ある｡ それは取得原
価主義会計に よ っ て初めて達成される の で ある｡ しか し､ 国際金融市場にお い て迅速な資金調達
が可能となり ､ 社債発行等の 直接金融が主たる資金調達方法になる ような経済環境の 変化に より､
企業観もまた変化す るこ とになる｡ 価値増殖活動体と して企業を見る観点か らは､ 何 をした か の
活動の 記録 とい うよりも､ 経済資源 の保有に よ る将来の 正味キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力の 増大
と いう利益観の 重視をもらたす ｡ この利益観の重視は ､ 必然的 に投資活動と回収活動か ら経済的
資源 - とそ の注目点 を変化させ る｡ 正味キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 獲得能力 - の 注目は資産お よび負
債とい っ た経済的資源増加要因お よび減少要因 - の注目をもた らす からで ある｡ こう して中心観
は ､ 収益費用中心観から資産負債中心観*28 - と変化 し､ 市場参加者 - の情報提供という観点から
利用者指 向型 の 計算方法が必要となる の で あるD そ の 場合の計算体系は取得原価主義会計と対立
する時価主義会計ある いは時価会計(価値会計)で ある｡ つ まり ､ 企業を貨幣増殖活動体であるとみ
るならば､ 計算対象と して貨幣動態 を採用 し, かくて取得原価主義会計 を採用す る ことになるが ､
企業を価値増殖活動体で あると見るときに は ､ 計算対象として財貨動態 を採用するこ とに より ､
時価会計 あるい は時価主義会計とい う計算体系を取る こ とに なるの で ある｡ この ことか ら､ 工事
の 請負に係 る収益 の計上方法と して は ､ 企業を貨幣増殖活動体と して考え､ その結果 ､ 計算対象
と して貨幣動態を採用す るこ とに なるもの として ､ 工事完成基準 (工事完成 ･ 引渡基準) が当然
の結果 と して導かれる ことになる の で ある ｡ 実現主義は収益 の原則的 な認識基準 (工事の請負に
係 る収益 の計上方法として は ､ 工事完成基準) で あり ､ 工事進行基準は ､ 収益認識基準の例外的
基準とい うこ とに なる｡ ｢ - 販売前に収益を認識す る基準に は発生主義お よび実現可能性基準があ
る. 発生基準は ､ 収益の 実現はみられない が ､ 価値の 増加が発生すれば､ そ.0)発生 した 日 に属す
る期間 にそ の価値増加 を収益と して認識するもの で ある｡ 実現可能性基準は ､ 価値増加分を実現
可能 にな っ た日 の属する期間の 収益と して常識する基準で ある ｡ こ の基準は ､ 発生基準の 収穫基
準お よ び工事進行基準と同様 な意味をもつ もの と考えられ る｡ - こ の 実現可能性基準が発生基準
と異な る点は ､ 実現可能性基準が販売に つ いて の 追加的な努力が要求されず､ 販売が行われたと
同様な状況 にある場合に適用され るもの で あるとい えようo 発生基準は ､ 販売等 の経済事象にか
か わり､なく ､ 企業内で の価値増加 を認識する基準で あるo この 意味では ､ 時価会計の 場合､ 工事
進行基準､ 収穫基準は ､ 発生基準 の適用とい うよりも､ 実現可能性基準 によ る認識が行われると
いうべ きであろう+ *29という ように ､ 価値会計の 場合には ､ 実現主義の例外的基準 して の 工事進
行基準は ､ 発生基準適用という よりも実現 可能性基準 によ る認識 であると考えられる｡ しか し､
現段階で我が国で は ､ 今回の 改正 にお い て ､ そこ まで考えが及ん で い ない の で はなかろうか｡ 価
値会計 と して考えるの で あれば､ 以上 の こ とか ら工事進行基準の 方が望ま しい はずで あるo 今回
取 り上 げた ､ 国際会計委員会､ 英国 ､ 米国で は ､ 原則 として 工事進行基準が適用とされて い るが ､
それに習っ て我が国が国際的調和化の 波に の る とい う こ とを単純に考えるの で はなく ､ 我が国固
有の方法を検討 して も良か っ た の で はなか ろうか｡ 一 部工事進行基準強制適用 に より ､ 実務上か
なり煩雑な手続きが予想され るなどとい う問題 より はむ しろ ､ 価値会計と収益認識基準の 関係を
明解にせずに ､ 工事進行基準を 一 部強制適用と して しま っ た事実 の方が 問題と して大き い と考え
る｡
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4 . おわりに
以上 の ように ､ 我が国におい ても ー 定 の 条件 をもとに工事進行基準が強制適用される こ ととな
っ たo よ っ て今回の税法 の 改正 が､ 国際的調和化 - の第 一 歩には なり得たはずで ある. しか し､
3 で示 した ように ､ 我が国で は収益認識基準の 問題 を残 したまま､ 工事進行基準が適用された節
が ある｡ 周知 の ように実現主義は収益認識方法 の原則的方法で あり ､ 我 が国で は 工事完成基準(工
事完成 ･ 引渡基準) が原則である ｡ しか し､ 価値増殖活動体とな っ た企業は ､ 何を したかの 活動
の 記録とい うよりも､ 経済資源 の保有に よ る将来の 正味キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力 の増大と い
う利益観の 重視をもた らし､ こ の利益観の 重視は ､ 必然的に投資活動 と回収活動か ら経済的資源
へ とそ の注 目点を変化させた の で ある｡ こ うい っ た価値会計の もとで は ､ 工事進行基準の方が 望
ま しいo 価値会計と収益認識基準の 関係を明解にせずに ､ 工事進行基準 を 一 部強制適用として し
ま っ た事実を今後は検討 して い く必要があろう｡
注
*1 ｢請負工事は､ 通常､ 長期間の建設期間を必要とする｡ しか し､ こ の 場合で あ っ て も､ 工 事が完成 し､ そ の
建築物を注文主に引き渡さないか ぎり ､ 販売が成立 した とは考えられない ｡ 上記 の 二 つ の要件が満た されない
からであるo こ こ で注意す べき こ とは ､ こ の認識基準が工事完成基準とな っ て い るが ､ 完成によ っ て収益を認
識するもの ではない ということ で あるo したが っ て ､ 正確に いえば､ 工事完成 ･ 引渡基準という べきであろう.
こ の 基準が原則的方法である販売基準の具体的な適用基準であるこ とは明らかである+ (井上 良ニ 『新財務諸
表論』税務経理協会 , 199 9年, 1 13貢o)o 以 上 の ように 工事が完成 し､ その 建築物を引き渡さない限りは ､ 販
売が成立 しない訳であるか ら ｢工事完成基準+ を ｢工事完成 ･ 引渡基準+ とする方が ､ こ の 基準の本来の持 っ
て い る意味に近いとい える｡
*2 工事(製造を含む)の請負 に係る対価は ､ 長期大規模工事とその他の 工事に区分 して仕掛中の事業年度にお い
て工事 の進行に応じ収益に計上す ることができるが ､ そ の適用要件等は下図の(石山弘 編 『図解 法人税』財団
法人大蔵財務協会, 19 99年, 3 0- 3 1貢｡ )通りにな っ て い る｡ 長期大規模 工事に該当す る場合には ､ 工事進行
基準が強制適用となるo なお ､ こ の改正 は､ 平成 10年 4月 1 日以後に締結 した請負契約に係る工事(製造を含
む)に適用されるo ま た ､ ｢そ の他 の 工事+ で 工事進行基準の適用を中止する場合は ､ 次 の① - ③の 事由があげ
られる(法人税法第63条 2項 ､ 法人税法施行令第 1 30条)｡ ①工事の 請負に係る収益の額及び費用の額に つ き､
着 工事業年度 の度業年度の 確定決算にお い て 工事進行基準の方法に より経理 しなか っ た場合(翌事業年度から
適用できない)､ ② 工事が進行中の 事業年度におい て ､ そ の長期工事の請負に つ き損失が生ず ると見込まれ るに
至 っ た場合(そ の事由が生 じた 日 の属す る事業年度から適用できない)､ ③ 工事が進行中の事業年度にお いて ､
工事 の請負の対価の額からそ の 工事原価の額を控除した金額が ､ そ の 工事に つ き､ そ の事業年度前各事業年度
の確定決算にお い て 工事進行基準の 方法に より態理 した収益の額からそ の 方法により経理 した費用の額 を控
除した金額の合計額に満たない こ ととな っ た蓉合(その 事由が生 じた日 の属する事業年度から適用できない)｡
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工事の 内容
長
期
大
規
模
工
事
要
①着手 の 日か ら目的物の 引き渡 しの期日まで
の期間が 2年以上で あるこ と
②請負の対価の額が 匝画亘亘∃である こ と
凸
(経過措置)
(強制適用)
, ｢ 事
損 を
失 含
件
平10･ 4･ 1 - 締結する
1 50億円以上
平1 3. 3. 31 ま で に 請負契約
が む
見
〕
込
平1 3･ 4･ 1 - 締結する
100億円以上
平16. 3. 3 1ま でに 請負契約
ー
ま
れ
る
③請負の 対価の額の 2 分 1 以上が 当該工事 の
目的物の 引渡 しの期 日から 1 年 を経過す る日
工 後に支払われるもの で ない こ と
そ
の
他
の
工
辛
上記以外 の 工事で 2事業年度以上にわたるもの
Y
( 損失が見込まれる 工事を除く) (選択可)
上記以外 のもの
基 ､, 翠
工事進行基準
工事完成基準
*3 IA S C, Co D StT u Ctl
'
oJ2CTo DtT B CtS, IA S No .ll, Revis ed, I A S C, 199 3, 日本公認会計士協会国際委員会訳 『財務諸
表の 比較可能性 改訂国際会計基準』 日本公課会計士協会, 1 99 3年｡
*4 A S C, Sto cks a Dd lo Dr te TZU CODtT22CtS, S S AP No .9, Re vis ed, A s °, Septe mbe r198 8, 田中弘 ･ 原光世訳 『イギ
リス会計基準書』 中央経済社 , 1 99 0年｡
*5 F AS B, Re c og271
'
tl
'
o D aLDd Mea sLIIle m e Dt血 F/n M C)
'
d State m eJ7tS OfBu 血 e s sEJ7te nPD
･
s es, S F A C No .5, F A SB, De c e mbe r
1 98 4, 平松 一 夫 ･ 広瀬義州訳 『F A S B財務会計の諸概念』 中央経済社, 1 99 4年o
*6 第 3 6条は次の 通りである｡ ｢工事契約総原価が ､ 工事契約総収益を超過する可能性が かなり大きい とき ､ 予
期される損失はただちに費用として認識されなければならない+(I A S C, Co D StT u Ctlo DCo mtT utS, Ibidりpa r a.3 6,
訳書, 1 27貢｡)
*7 I A SC, CoJ7 StTL) Ctl
'
o D Co DtT22CtS, Ibid. ,par a.22, 訳書, 1 19貢o
*8 Ibid
. ,pa r a.25, 訳書, 12 1貢｡
*9 A S C, Stocks a nd )oDg
-te ml C O DtTa CtS, Ibidりpa r a.28, 訳書, 146貢o
*10 Ibid. ,par a.46, 訳書, 15 1貢.
*1 1 F A S B, Re c o872Z
'
tlo D a Dd Me a sLL Ti,m e Dt血 Flba D Cl
'
d State m e DtS OF Bu she s sB7teFPT:1
'
s e s
,
Ibid. ,pa ra.8 3. 訳書, 249貫｡
*12 Ibid. ,para.84, 訳書, 25 1貢o
*13 Ibid. ,pa r a.84, 訳書, 25 1頁｡
*14 IA S C, o D StT u CtI
'
oD Co DtTa CtS, Ibid. ,par a.22, 訳書, 119貢o
*15 ｢確定価格契約の場合には ､ 工事契約の結果は, 以下 のす べ て の 条件が満たされとき､ 倍額性を持 っ て見横
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*16
*17
*18
*1 9
もる ことができるo (a)工事契約収益の合計額が ､ 信衝性を持 っ て測定できる(b)契約に関連 した経済的便益が企
業にもたらされる可能性が か なり大きい(c)契約の 完了 に要す る工事契約原価と貸借対照表日現在の契約 の湛
捗度の 両方が信頼性を持 っ て 測定できる ､ 及 び(d)契約に帰属させる ことが できる 工事契約原価が , 実際に発生
した工事契約原価を従前の 見積もりと比較できるように ､ 明確に識別でき､ か つ ､ 信頼性を持 っ て測定できる+
(Ibid. ,par a.23, 訳象 1 19-1 21貢)0
F A S B
, Re c o8n I
'
tI
'
o D a Dd MeasL Hle B 7e Bt血 飽 釦 Cl
･
B] State me nts Of Bu slbe ssEDte q I
･
s e s,Ibid･ ,pa r a･84, 訳書, 2 5 l衷o
山 臼隆央 鳩 益基準の選択 - 工事進行基準か完成基準か+『税理』vol･4 0 No.2, 19 97年 2月, 2 3貢o
同上書, 2 6貫｡
同上書, 2 3貢｡
*2 0 米谷斎 r工事収益 ･ 長期割蹄販売等の計上基準+『税務‾弘報』 vol･4 6 =o･7, 19 98年 7 札 60貫｡
*2 1 同上書, 60貢.
*22 注 2参照｡
*2 3 井上良二 ｢経済的環境の変化と財務会計の社会的機能+『企業会計』 vol･5 0,=o･7, 19 98年 7月 , 10見
*2 4 企業観は資産負債中心観 ･ 収益費用中心観 (｢a ss et a nd liabi正tyvieyJ を資産負債ア プ ロ ー チと呼び ､ rr e v e n u e
a nd e xpe n s evie w+ を収益費用アプ ロ ー チ とする訳する場合があるが ､ ｢vie w+ は ある特定の 見方 ･ 考え方であ
ると思われ､ 接近的 (アプ ロ ー チ) な意味は薄い と考えた○ 雨中心観とも利益を念頭にお い て い るも ので ある
の で ､ ｢利益 軌 と しても考えられるが ､ それ のみならず ､ 中心観は利益計算方法も念頭にお い て お り､ それ
は統合され 一 体化 して い ると想定 したの で ｢中心観+ と して考える) を特定化あるい は具体化させ る要因で あ
るo 特定化あるいは具体化とは ､ 計算目的である財政状態計算､ 損益計算の 具体的内容を規定することであるo
理論 の流れを示せ ば､ 企業観 一 中心観 一 利益計算方法というもの なるはずである｡ それ故に､ 企業観に関す る
ある種の 変化が生じたとき､ そ の変化は ､ 中心観の変化をもたらすはずであり ､ 中心観の変化は計算目的の具
体的な内容に変化を及ぼし､ 利益計算方法に変化をもた らすとい うことができる｡ 資産負債中心観に つ い て い
ま少 し具体的にい えば､ 経済環境 の変化 - 企業 (価値創造の組織体) 観の変化 一 価値の体現物と して の 経済資
源の重視 - 資産重視の 利益観 - の 変化 - 会計 の 中心観の 変化 - 利益計算方法の変化と いう図式を提示 できよ
うB 企業観の変化は中心観や利益計算方法等にまで変化をもたらすもの であるo
*2 5 井上良二 前掲翰文, 1 99 8年 7月, 10貢｡
*2 6 井上良二 ｢経済状況の変化と計算体系+『合計』第1 54巻第2号, 1 99 8年 8月 , 17 5貢｡
*2 7 注 2 4参照｡
*28 注 24参照｡
*29 井上良二 前掲書, 19 99年 , 1 15貫｡
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